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７．部門別職員数の状況�

５．職員手当の状況�
（１）扶養手当など�

６．職員研修の状況�
（１）研修の状況（階層別研修・専門研修）�

（２）時間外勤務手当�
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差引� 主な増減理由�
Ｈ23
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１月当たり�
33,200円～�
130,300円�

配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　13,000円�
その他　　各6,500円�
子（16歳年度初め～22年度末）　　　 加算5,000円�

借家　月額12,000円を超える家賃を支払っている職�
　員に対し、家賃の額に応じて　　　最高27,000円�

通勤距離が２㎞以上である職員に支給�
交通機関利用者�
　負担している運賃額に応じて　　　最高55,000円�
交通用具使用者�
　通勤距離に応じて　　 2,000円から最高24,500円�

平成22年度支給割合�
　　　　　　　　期末手当　　　 勤勉手当�
　　６月期　　　1.25月分　　　　0.70月分�
　　12月期　　　1.35月分　　　　0.65月分�
　　　計　　　　2.60月分　　　　1.35月分�
職制上の段階・職務の級などによる加算措置　有り�

（支給率）　　自己都合　 勧奨・定年�
勤続20年　　　23.5月分　　30.55月分�
勤続25年　　　33.5月分　　41.34月分�
勤続35年　　　47.5月分　　59.28月分�
最高限度額　　59.28月分　　59.28月分�
その他の加算措置�
　定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）�
　（退職時特別昇給　　　なし）�

管理職に対して職務の級等に応じて定額を支給�
　①課長・局長　　　　38,800円�
　②参事　　　　　　　31,000円�

平成21年度�

平成22年度�

支給実績�

職員１人当たり�
平均支給年額�

支給実績�

職員１人当たり�
平均支給年額�

1,037万9千円�

9万6千円�

1,084万7千円�

10万6千円�

実施主体� 研修名� 受講者数�

課長級研修� 2

新潟県�
自治研修所�

課長補佐研修� 1

係長研修� 3

主任・主査研修� 4

税務事務新任研修� 2

固定資産税事務�
新任研修�

1

情報公開・個人情報�
保護制度研修�

1

新潟県市町村�
総合事務組合�

徴収事務研修�

クレーム対応力強化�
研修�

2

1

職場のマナー研修� 1

段取り力向上研修� 1

業務改善研修� 1

新採用職員研修� 5

（２）関川村主催研修（職員研修講座）�

研　修　名� 受講者数�

光ファイバーについて� 41

村上警察署管内における交通�
事故と犯罪の状況� 39

うつ病とストレスについて� 37

ＤＶＤ鑑賞「剱岳」� 22

ＤＶＤ鑑賞「剱岳」� 23

人権講演会「ぬくもりを感じて」� 42

桜田門外の変と関鉄之助について� 64

村のホームページについて� 31

コホート調査について� 37

いで湯の関川ふるさと会の成り�
立ちについて�

33

あなたと私のメンタルヘルス� 27

議　　会� 2 0
総務企画� 20 0
税　　務� 7 0
農林水産� 10 0
商　　工� 3 0
土　　木� 5 0
民　　生� 27 0
衛　　生� 8 0
小　　計� 82 0
教　　育� 14 △ 1 用務員退職不補充�

欠員不補充（医師）�
職員削減�

※教育長含む�

消　　防� 0 0
小　　計� 14 △ 1
病　　院� 3 △ 1
水　　道� 1 △ 1
下 水 道 � 2 0
そ の 他 � 9 0
小　　計� 15 △ 2
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４．一般行政職の職員数の状況�

※保育・技能労務職員などは含まれていません。�

区 　 分 �

代表的な職名�

職 員 数 �

構 成 比 �

５級�

課長・局長・参事�

８人�

13.33％�

４級�

主　幹�

６人�

10.00％�

３級�

主査・副主幹�

21人�

35.00％�

２級�

主　任�

21人�

35.00％�

１級�

主事・主事補�

４人�

6.67％�

計�

60人�

100％�

　給与の概要は平成23年４月１日現在の「給与実態調査」
などによるものです。��
　なお、詳しくは村のホームページにも掲載する予定です。�

http://www.vil l .sekikawa.ni igata.jp/
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　村職員の給与や職員数などについて、村民の皆さんに知ってい
ただくため「関川村人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」
に基づいて公表します。�

１．人件費の状況（平成22年度普通会計決算）�

※普通会計には、水道職員などの公営企業にかかる経費は含まれていません。�

２．職員給与費の状況（平成22年度普通会計決算）�

３．職員の給料などについて�

※1．職員手当には退職手当を含みません。�
　2．職員数は平成22年４月１日現在の水道職員などの公営企業を除いた人数です。�

※経験年数とは、採用前に民間企業での勤務経験などがある場合にはその期間を換算し、採用後の年数に加算した年数をいいます。�

（１）平均給料月額（それぞれ該当年の４月１日現在）�

（２）学歴や経験年数の違いによる平均給料月額�

（４）特別職の報酬等の状況�

（３）初任給� （５）給与の削減措置�

住民基本台帳人口（22年度末）� 歳出額（Ａ）�

職員数（Ａ）�

区分�

区　分�
10年以上�
15年未満�

15年以上�
20年未満�

20年以上�
25年未満�

25年以上�
30年未満�

30年以上�
35年未満� 35年以上�

経験年数�

一般行政職�

平均年齢�

高校卒�

高校卒�

大学卒�
－�

－�

391,000円�

401,300円�

302,400円�

301,800円�

388,000円�

402,900円�

349,200円�

362,100円�

258,400円�

257,100円�

－�

371,500円�

－�

337,500円�

281,100円�

277,200円�

316,500円�

313,300円�

306,100円�

303,800円�

－�

－�

298,900円�

299,600円�

254,500円�

254,100円�

－�

－�

249,600円�

257,100円�

234,200円�

231,700円�

－�

－�
技能労務職�

一　般�

行政職�

区　分� 対象職員� 措　置　内　容�

管理職員� 管理職手当� 10％減額�

一般行政職55歳以上�
４級以上� 給料月額� 1.5％減額�

関川村�

大学卒�172,200円�

140,100円�

137,200円�

新潟県�

178,800円�

144,500円�

141,900円�

国�

　Ⅰ種 181,200円�
Ⅱ種 172,200円�

Ⅲ種 140,100円�

－　　�

高校卒�

高校卒�技能労務職�

一　般�

行政職�

平均給料月額�

技能労務職� 区　分�

給

料

�

報

酬

�

月　　額� 期末手当�

平均年齢�平均給料月額�

Ｈ23 41.5歳� 295,000円�

6,593人�

95人� 317,518千円� 26,685千円� 110,608千円� 454,811千円� 4,787千円�

5,305,208千円� 725,084千円� 13.7％� 12.8％�

49.6歳� 259,600円�

Ｈ22 41.8歳� 297,600円� 49.4歳� 258,600円�

村　長� 610,000円� （22年度 支給割合）�
　　　　2.95月分�

（22年度 支給割合）�
　　　　2.95月分�

副村長� 500,000円�

期末・勤勉手当は一般職員と同じ�教育長� 457,000円�

議　長� 240,000円�

副議長� 172,000円�

議　員� 156,000円�

一人当たり給与費�
（Ｂ）／（Ａ）�給　　料� 職員手当� 期末・勤勉手当� 計（Ｂ）�

給　　　与　　　費�

人件費（Ｂ）� 人件費率（B）/（A）� （参考）�
21年度の人件費率�

Ｈ23

Ｈ22

Ｈ23

Ｈ22

Ｈ23

Ｈ22


